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内容

重要なポイント 
汚染水の処理に関する議論の経緯  
重要な数値 
濱岡のパブコメ文 
パブコメの方法 
参考文献 
参考リンク集
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重要なポイント
そもそも論 

40年廃炉という非現実的な前提にもとづく計画 
海洋放出計画が具体的になるに従って､40年廃炉の非現実性を東電も認めざるを得なくなっている｡ 

タスクフォース決定の前提を無視した計画 
比較的短期間､低コスト(7.5年､34億円､400m2)で実施可能ということを大きな理由として採用した｢海洋放出｣ 

具体化するに従って､より長期､高コストであることが明らかに(沖合1kmまで地下トンネルを掘って排出､事故前実績の10倍を放出し
ても30年以上､風評被害対策に300億円の基金) 

国民の反対を無視 
公聴会､パブコメなどで反対多数 

影響の過小評価 
福島近海しか評価しない｡濃淡を無視して平均化｡ 
大きな数値と比較して小さくみせる｡事故前管理目標と比べる｡WHOの飲料水基準｡ 

都合のわるい情報を隠蔽 
上述のような経緯(タスクフォースの論点､国民の反対)を掲載しない｡ 
放出に何年かかるか期間､費用を明示していない｡ 

ICRP､IAEAなどの国際機関の権威を利用 
これらが求める｢対策による利益が害を超えないこと｣とを示していない｡｢意思決定に利害関係者を含め｣ていない｡ 
これら機関はそもそも中立ではない 

IAEAに対して日本は39億円の分担金の他各種拠出金(利益相反の可能性)｡日本人職員約40名｡ICRPの事務局に電力中央研究所などか
ら職員派遣｡引用されているGSR文書は2018年に作成(放出のためのガイドライン)｡ 

科学的知見の反映の遅さ 
100mSv以下での被ばく影響をいまだに認めていない｡ICRPは2007基本勧告の改訂作業を開始したが､それまでには10年はかかりそ
う｡ 

0-5歳の被ばく影響を同一視｡内部被ばくの軽視などの問題あり｡

3



福島原発から海洋に放出されたセシウム137拡散シミュレーション

4
Behrens et al. (2012)

1年後 2.5年後

5年後 10年後

Bq/m3

https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/7/3/034004



福島原発からのトリチウム拡散シミュレーション

5Zhao et al. (2021)

10年かけて放出 1ヶ月で放出 

https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0025326X2100549X



震災木材類の漂着状況(2014年10月調査)

6山口(2016)



いうまでもなく海はつながっている｡ 
福島の問題としてではなく､当事者として対応を考える必要
があるのでは｡ 
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汚染水の処理に関する議論の経緯  
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報告書公開まで

トリチウム水タスクフォース (主に技術的検討) 
2013 年 12 月 25 日 -2016 年 6 月 3 日　報告書  
風評被害など社会的な観点等も含めて、 総合的な検討を行
うことを目的とし、ALPS 小委員会を設置｡ 

9多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会(2020)『多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会 報告書』　https://
www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/018_00_01.pdf



トリチウム水タスクフォースでの5案比較

10https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/016_05_01.pdf



2015年1月　「関係者の理解なしに、いかなる処分も行わない」

11

https://mainichi.jp/articles/20210421/k00/00m/040/018000c



12https://www.tepco.co.jp/news/2015/images/150825a.pdf

https://www.tepco.co.jp/news/2015/1258420_6888.html



報告書公開まで

2016年11 月11日　第1回 ALPS 小委員会 
説明・公聴会 

2018 年8月30日　福島県富岡町 
同 31 日　福島県郡山市、東京都千代田区 

計44 名が会場で意見｡書面で135 名 ｡ 
｢意見としては、主に、タンクに保管されているALPS処理水＊の安全性につ
いての不安、風評被害が懸念されるため海洋放出に反対など、ALPS処理水
の処分に関して、様々な懸念点をいただいた。(報告書p.8)｣ 

実際は 
｢3会場での発言者は合計44人。海へ捨てることに合意したのは2名のみ（う
ち１名は条件付き合意）。他は全て反対の立場からの発言でした　https://
cnic.jp/8163｣ 

2020年1月31日　第17回　小委員会　とりまとめ案提示､委員長一任 
同　2月10日　報告書公開

13多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会(2020)『多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会 報告書』　https://
www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/018_00_01.pdf



ALPS報告書では事故前実績の10倍(後述)のトリチウム
(22兆Bq/年)を放出しても33年かかることが明らかに｡ 
約7.5年という前提が崩壊

14
実績は2兆Bq/年だった｡

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/018_00_01.pdf



15東京電力 (2019) 多核種除去設備等処理水の貯蔵・処分のケーススディ. 第16回 多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会 https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/
osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/016_03_01.pdf.

仮に2020年から放出しても終了は2052年｡すでに2021年末であり､さらに遅れる=廃炉までの目標と
してきた40年を超える｡→計画全体を見直すべき｡



意見聴取での反対意見

2020年4月6日､13日　 
多核種除去設備(ALPS)等処理水の取扱い 「御意見を伺う場」  
県知事､福島県旅館ホテル生活衛生同業組合 理事長  
福島県漁業協同組合連合会 会長などから意見聴取 

この海洋放出による直接的な影響は、風評被害ではなく、実
害 であり、それはその処分が終了するまで続くものになりま
す。海に人が集まることで成り立つ業 態、あるいは海産物が
あることで成り立つ業態等々の海が存することでその価値を生
み出してき た旅館ホテルにつき、国はしっかりと意見を聞
き、補償などの対応を厳にとっていただくよう重 ねてお願い
するものです。  

福島県旅館ホテル生活衛生同業組合 
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意見聴取での反対意見2

我々福島県の漁業者は、地元の海洋を利用して、それでその海洋に育まれた魚
介類を漁獲する ことを生業としております。震災後、地元に土着しながら生活
を再建するということを第一に考 えております。その観点からもってしても、
海洋放出は反対するものという考えに至らざるを得 ません。  
また、続きまして、我々は国の廃炉に向けて進めてきた重要な汚染水対策にお
いて、原子炉建 屋へ流入する地下水を減少させ、汚染水の総量を抑制させるた
めに、地下水バイパス、サブドレ ンの運用に苦渋の決断を行いながら協力しま
した。その過程においても、国に要望書を提出し、 トリチウムを含む水に関し
ては、関係者の理解なしにはいかなる処分も行わないという旨の回答 を受けて
おります。これらのハードルを乗り越えることは今後、信頼関係を維持する非
常に重要 な論点だと思っております。  
これらの観点から、福島県の漁業者としてトリチウム処理水の海洋放出には反
対するという立場を主張していきたいと思います。今後ともよろしくお願いし
たいと思います。  

福島県漁連の野﨑会長

17https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/takakushu_iken/pdf/0406_01_04_1.pdf



2020年4月-7月　パブコメ実施 
多核種除去設備等処理水の取扱いに関する書面での意見募集

4011件 
内訳は不明だが､概要をみると反対
多数と推測｡ 

１．ALPS処理水の安全性 
（１）ALPS処理水に対する懸念 
（２）安全性の確認 
（３）法令・基準等の考え方・在り方 
・ALPS 処理水の放出は、環境基本法に
反する。 
・ALPS 処理水の放出は、海洋基本法に
反する。 
２．風評影響・風評被害への対応 
（１）風評影響・風評被害 
３．合意プロセス 
（１）合意形成の在り方 

（２）ALPS 小委員会、御意見を伺う
場、意見募集等の進め方 
（３）関係者の御意見 
４．処分方法・分離技術提案 
（１）処分場所について 
（２）貯蔵について 
５．情報発信・国際関係 
（１）情報発信・情報公開の推進 
（２）国際社会との関係 
（３）海外の原子力発電所の現状 
６．その他 
（１）廃炉・汚染水・処理水対策 
・以前、安倍総理（当時）は「アンダー
コントロールだ」と言ったが、本当なの
か。 

18https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=620220008&Mode=1



2021年4月13日 
第５回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議

「ＡＬＰＳ処理水の処分は、福島第一原発の廃炉を進めるに当たって、避けては通れない課
題であります。このため、本日、基準をはるかに上回る安全性を確保し、政府を挙げて風評
対策を徹底することを前提に、海洋放出が現実的と判断し、基本方針を取りまとめました。 
　これまで、有識者に６年以上にわたり検討いただき、昨年２月に、海洋放出がより現実
的、との報告がなされました。ＩＡＥＡ（国際原子力機関）からも、科学的根拠に基づくも
の、こうした評価がなされております。また、海洋放出は、設備工事や規制への対応を行
い、２年程度の後に開始します。トリチウムの濃度を国内の規制基準の４０分の１、ＷＨＯ
（世界保健機関）の定める飲料水の基準の７分の１まで低下させます。さらに、ＩＡＥＡな
ど第三者の目も入れて、高い透明性で監視します。 
　さらに、福島を始め、被災地の皆様や漁業者の方々が風評被害への懸念を持たれているこ
とを真摯に受け止め、政府全体が一丸となって懸念を払拭し、説明を尽くします。そのため
に、徹底した情報発信を行い、広報活動を丁寧に行います。 
　早速、週内にも、本日決定した基本方針を確実に実行するための新たな閣僚会議を設置し
ます。 
　政府が前面に立って処理水の安全性を確実に確保するとともに、風評払拭に向けてあらゆ
る対策を行ってまいります。国民の皆様には、心からの御理解をお願い申し上げます。」 

https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202104/13kaigi1.html
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反対を無視した政府決定｡



その後さらにコスト増加､期間も長期化しそうな方向へ

汚染水は

20https://www.tokyo-np.co.jp/article/126793



モニタリング
排出口で測定せず､洋
上数十箇所でモニタ｡ 
リアルタイムはなく､
セシウム毎日､トリチ
ウム2週間に1度程度 

このようなずさんな
モニタリングで異常
があった場合に排出
を停止｡ 
異常発生から検知､停
止までには数週間遅
れが発生｡

21
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/

osensuitaisakuteam/2021/08/93-3-2.pdf



さらに膨らむコスト:風評対策費用に300億円の基金

22https://mainichi.jp/articles/20211126/k00/00m/040/252000c



再掲)トリチウム水タスクフォースでの5案比較の根拠は崩壊

23https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/016_05_01.pdf



小括

汚染水委員会で論じられた解放放出の優位性は期間､コ
スト面ともに失われている｡ 

廃炉まで40年間(あと30年間)という前提も実現は不可
能 

国民も多数が反対 

これらを無視した計画
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福島原発事故時初期の放射性物質放出量

26
UNSCEAR (2020) UNSCEAR 2020 Report: Annex B: Levels and effects of radiation exposure due to the accident at the Fukushima 
Daiichi Nuclear Power Station: implications of information published since the UNSCEAR 2013 Report (Advance Copy).

ペタ=1015=1000兆

トリチウム　780兆Bq

すでに多量の放射性物質を放出｡核物質は集中管理が原則｡これ以上の放出は許されない｡



年間22兆Bqを放出:年間22兆Bqは原子力施設などでの放出管理｢目標｣値 
｢実績｣はその1/10

福島原発からは事故時に数十PBqの放射性物質が放出された｡現在もトリチウム以外
の放射性物質が放出されており､これらとトリチウムの量を比較することは不適切｡

27https://www.fepc.or.jp/library/kaigai/kaigai_topics/__icsFiles/afieldfile/2020/12/24/20201218_2.pdf

780兆Bq



｢国民の安心の醸成のため1500Bq/L｣?
地下水バイパス汚染水(多くの核種が含まれる)の海洋放出基準として設定｡ 
主要な核種からの被曝量を考慮して､それらの合計が敷地境界で被曝量が1mSv/yを超えないよ
うに設定｡国民の安心の醸成のためではない｡ 

セシウムについては、周辺河川と同程度のレベル(1 Bq/L)とした。  
ストロンチウム(Sr)については、低濃度の分析を行うには時間がかかるため、 全ベータで測定を行うこ
ととし、タンクエリア堰内雨水の排水基準値と同じ とした。  
トリチウム(H-3)については、発電所事故等の影響により地下水にもっとも 混入しやすいと考えられるた
め数値化した。具体的には、告示濃度限度に対 する割合の和に対して10%程度裕度のある値とした。  
想定外の放射性物質が含まれていると､基準をオーバーする可能性はある｡

28https://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2014/images/handouts_140203_04-j.pdf 
http://oshidori-makoken.com/?p=3656



｢1500Bq/LはWHOの飲用水基準10000Bq/Lよりも低い｣? 
EUなどはこれよりも低い飲料水限度｡WHOはトリチウムのみの存在を前提｡放出予定の汚染水にはトリチウム以外も含まれる｡

日本では食品・飲料水のトリチウムに関する規制基準はなし｡ 

EUの基準値:追加調査の必要性を判断するスクリーニング値｡ 
オーストラリア:毎日この濃度の水をのむと年間1mSvに達する(他の放射性物質からの被ばくを考慮しない)｡ 
WHOの基準値:他の放射性物質からの被ばくを考慮する｡

29柿内秀樹	(2018)	トリチウムの環境動態及び測定技術.	日本原子力学会誌ATOMOΣ	60,	537-541



｢排水口付近でも30Bq/L｣ 
事故前の原発近辺海水中のトリチウム濃度はND(不検出)~1.3 Bq/L→その30倍以上

30

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku/committtee/takakusyu/pdf/008_02_02.pdf

H16-H21年度 
表層水でND ~1.3 Bq/L 
下層水でND ~0.27 Bq/Lで

平成21年度海洋環境放射能総合評価事業海洋放射能調査結果. https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
gijyutu/004/011/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2010/10/12/1298286_1.pdf



東電のシミュレーション結果

31

長期間放出されれば濃度も変化するはずだが､どの時点なのか記述がない｡ 
そもそも何年かけるかも明示されていない｡

東京電力 (2021) 多核種除去設備等処理水（ALPS処理水）の海洋放出にる 放射線影響評価報告書（設計段階）. 
https://www.tepco.co.jp/press/release/2021/pdf4/211117j0102.pdf



いつの時点の結果なの
か不明な結果 
深度方向断面 

放出口近辺が高濃度 

同平面方向 

このような濃度の違い
を無視して
10kmx10kmで平均化
して評価｡ 

被ばく量の過小評価に
つながる可能性が大き
い｡

32出所)前ページと同じ



参考)Zhao et al. (2021)の論文

放出条件を明示 
(タンクだけでなく建屋内などにもある)トリチウム
1.2PBq=1200兆Bqを1ヶ月､1年､5年､10年かけて放出｡

33Zhao et al. (2021)



1,2,5,10年後の状況をシミュレーション(ここでは5年まで) 
薄まりながらも太平洋､インド洋に拡散｡

34Zhao et al. (2021)

10年かけて放出 1ヶ月で放出 



同　深度方向の結果

35Zhao et al. (2021)
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詳細は下記URLをご参照下さい｡重要な点に矢印｡

37http://www.ccnejapan.com/?p=12798
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参考)パブコメの方法

原子力市民委員会 
緊急オンライン企画： 東京電力「ALPS処理水の海洋放出に係る放射線影響
評価報告書」の問題点のページからもリンク 

http://www.ccnejapan.com/?p=12798 

東電のページ 
報告書､概要､要綱(投稿方法の説明､リンク) 
https://www.tepco.co.jp/press/release/2021/1657175_8711.html 

コメント投稿用ページへのリンク 
https://www4.tepco.co.jp/decommission/information/newsrelease/inquiry.html 

投稿ページはMac Safariだとつながりにくいような気がする(時間オーバー)｡ 
早めの投稿を

44



参考文献

下記2点は無料公開 
セシウムシミュレーション 

Behrens　E., F. Schwarzkopf, J. Lübbecke and C. Böning (2012) Model 
simulations on the long-term dispersal of 137Cs released into the Pacific 
Ocean off Fukushima. Environmental Research Letters - ENVIRON RES 
LETT 7.　　https://iopscience.iop.org/article/
10.1088/1748-9326/7/3/034004 

トリチウム海洋シミュレーション 
Zhao,C., G. Wang, M. Zhang, G. Wang, G. de With, R. Bezhenar, V. Maderich, 
C. Xia, B. Zhao, et al. (2021) Transport and dispersion of tritium from the 
radioactive water of the Fukushima Daiichi nuclear plant. Mar Pollut Bull 
169, 112515.   
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0025326X2100549X 

他は各ページの下にURL記載
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関連リンク集
原子力市民委員会ホームページ｢福島第一原発からの汚染処理水に関する関連情報｣ 

http://www.ccnejapan.com/?page_id=10884 
声明・レポート､パンフレットへのリンク 
『100年以上隔離保管後の「後始末」』2017改訂版 
『燃料デブリ「長期遮蔽管理」の提言　―実現性のない取出し方針からの転換― 』 

FoE Japan 
https://www.foejapan.org/energy/fukushima/stoposen.html 

これまでの活動としてパブコメやセミナーのアーカイブ｡ 

経産省　福島第一原子力発電所における汚染水対策 
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/osensuitaisaku.html 

トリチウム水タスクフォース､多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会の資料､報告書など 
経産省　廃炉・汚染水・処理水対策ポータルサイト 

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hairo_osensui/ 
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会 

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning_team_archive.html 
東京電力　汚染水対策の状況 

https://www.tepco.co.jp/decommission/progress/watermanagement/ 
同　処理水ポータル 

https://www.tepco.co.jp/decommission/progress/watertreatment/
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